
■令和８年度に向けた再評価について（直轄事業等）

【公共事業関係費】

【河川事業】

（直轄事業等）

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考

北海道 鵡川直轄河川改修事業 247 2.5 継続

北海道 沙流川直轄河川改修事業 280 8.8 継続

青森県 岩木川直轄河川改修事業 527 5.9 継続

岩手県 北上川直轄河川改修事業（一関遊水地） 2521 2.3 継続

宮城県
福島県

阿武隈川直轄河川改修事業 3141 10.8 継続

山形県 最上川直轄河川改修事業 1804 12.3 継続

茨城県 久慈川直轄河川改修事業 509 4.5 継続

茨城県
栃木県

那珂川直轄河川改修事業 1464 3.5 継続

茨城県
栃木県

小貝川直轄河川改修事業 256 22.4 継続

栃木県 渡良瀬川上流特定構造物改築事業（中橋） 87 4.7 継続

埼玉県
東京都

荒川直轄河川改修事業 7216 24 継続

新潟県 荒川直轄河川改修事業 108 12.1 継続

新潟県 姫川直轄河川改修事業 75 9.9 継続

富山県 庄川直轄河川改修事業 416 34.1 継続

石川県 梯川直轄河川改修事業 616 32.9 継続

山梨県
静岡県

富士川直轄河川改修事業 479 59.3 継続

岐阜県 木曾川上流特定構造物改築事業（新水門川排水機場）300 11.2 継続

・事業評価対象の直轄事業等（直轄事業および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業を除く。））を対象としたものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施環境等を含めて総合
的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。



岐阜県
愛知県
三重県

木曽川直轄河川改修事業 812 44.5 継続

岐阜県
愛知県
三重県

長良川直轄河川改修事業 1338 22.5 継続

岐阜県
三重県

揖斐川直轄河川改修事業 1422 38.9 継続

静岡県 大井川直轄河川改修事業 182 18.6 継続

三重県 鈴鹿川直轄河川改修事業 644 75.7 継続

鳥取県 日野川直轄河川改修事業 127 30.5 継続

岡山県 旭川直轄河川改修事業 44 204.5 継続

広島県 芦田川直轄河川改修事業 227 11.4 継続

広島県 太田川直轄河川改修事業 593 4.2 継続

広島県
山口県

小瀬川直轄河川改修事業 125 8.0 継続

香川県 土器川直轄河川改修事業 199 21.0 継続

愛媛県 重信川直轄河川改修事業 213 5.1 継続

佐賀県 嘉瀬川直轄河川改修事業 186 26.4 継続

佐賀県 六角川直轄河川改修事業 849 7.4 継続

大分県 大野川直轄河川改修事業 515 14.1 継続

宮崎県 小丸川直轄河川改修事業 228 18.3 継続

北海道 石狩川総合水系環境整備事業 38 23.7 継続

北海道 網走川総合水系環境整備事業 14 17.5 継続

青森県 岩木川総合水系環境整備事業 32 4.8 継続

岩手県
宮城県

北上川総合水系環境整備事業 72 5.6 継続

茨城県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

利根川総合水系環境整備事業（利根川・江戸
川環境整備）

96 16.5 継続

茨城県
利根川総合水系環境整備事業（小貝川環境
整備）

3 9.7 継続

茨城県
栃木県

利根川総合水系環境整備事業（鬼怒川環境
整備）

23 9.0 継続



埼玉県
東京都

荒川総合水系環境整備事業 206 15.9 継続

富山県 神通川総合水系環境整備事業 43 4.6 継続

福井県 九頭竜川総合水系環境整備事業 38 2.3 継続

長野県 信濃川総合水系環境整備事業 62 8.0 継続

岐阜県
愛知県
三重県

木曽川総合水系環境整備事業 212 3.0 継続

兵庫県 円山川総合水系環境整備事業 75 1.1 継続

徳島県 吉野川総合水系環境整備事業 142 3.5 継続

徳島県 那賀川総合水系環境整備事業 37 2.3 継続

愛媛県 重信川総合水系環境整備事業 85 3.7 継続

福岡県 遠賀川総合水系環境整備事業 50 9.1 継続

福岡県 筑後川総合水系環境整備事業 7 13.0 継続

福岡県
大分県

山国川総合水系環境整備事業 11 4.6 継続

長崎県 本明川総合水系環境整備事業 16 1.8 継続

鹿児島県 肝属川総合水系環境整備事業 8 4.9 継続

【砂防事業等】

（直轄砂防事業）

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考

山形県 最上川水系直轄砂防事業 888 1.6 継続

新潟県
長野県

姫川水系直轄砂防事業 976 1.6 継続

富山県 常願寺川水系直轄砂防事業 1228 1.5 継続

石川県 手取川水系直轄砂防事業 538 3.9 継続

静岡県 安倍川水系直轄砂防事業 314 4.4 継続

静岡県 狩野川水系直轄砂防事業 274 6.0 継続

三重県
奈良県

木津川水系直轄砂防事業 239 9.1 継続

広島県 広島西部山系直轄砂防事業 1100 6.2 継続

愛媛県 重信川水系直轄砂防事業 211 1.8 継続

鹿児島県 桜島直轄砂防事業 1,313 1.9 継続

（直轄地すべり対策事業）

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考

山形県 月山地区直轄地すべり対策事業 359 2.6 継続



群馬県 譲原地区直轄地すべり対策事業 434 1.9 継続

長野県 此田地区直轄地すべり対策事業 104 1.5 継続

【海岸事業】

（直轄事業等）

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考

兵庫県 東播海岸直轄海岸保全施設整備事業 294 1.9 継続

○政府予算の閣議決定時に、個別箇所で予算措置を公表する事業（令和６年８月に公表済み）の再掲

【ダム事業】

（直轄事業等）

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考

宮城県 鳴瀬川総合開発事業 1,450 1.3 継続

茨城県 霞ヶ浦導水事業 2,625 1.3 継続

長野県 大町ダム等再編事業 650 6.1 継続

愛知県 天竜川ダム再編事業 1,900 2.4 継続

福井県 九頭竜川上流ダム再生事業 310 7.4 継続

愛媛県 山鳥坂ダム建設事業 1,980 2.8 継続

徳島県 小見野々ダム再生事業 500 15.1 継続

熊本県 川辺川ダム建設事業 4,900
0.4

(残事業＝2.4)
継続

福岡県 筑後川水系ダム群連携事業 740 1.6 継続


